
　社会資本総合整備計画 事後評価書             令和06年11月29日

計画の名称 松阪市における南海トラフ地震に備えた防災まちづくりの推進（防災・安全）

計画の期間   平成３１年度 ～   令和０５年度 (5年間) 重点配分対象の該当 〇

交付対象 松阪市

計画の目標 本市は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法に基づく南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域の指定（平成26年3月）を受けており、南海トラフ地震により津波が発生した場合、三重県が平成26年3月に公表した本

市の被害想定は、最大津波高3.74m、最短津波到達時間54分、津波浸水想定面積4,085.7haとされている。また、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律により、土砂災害特別警戒区域に指定されているこ

とから、防災まちづくりを推進するため、以下の項目について計画の目標を定める。

①津波避難困難地域を解消し、避難対象地域内の避難可能率を98.0％から100％にする。（避難可能人口÷避難対象地域人口）

②学校区ごとに地区津波避難計画の策定を進め、市民の防災意識の高揚を図る。

③避難所に指定している飯高中学校及び宮前小学校への避難路整備を実施し、避難時の安全確保及び通学路の安全確保を行う。

全体事業費（百万円） 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）                 772  Ａ                 771  Ｂ                   0  Ｃ                   1  Ｄ                   0 効果促進事業費の割合Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）      0.12 ％

番号

計画の成果目標（定量的指標）

定量的指標の定義及び算定式

定量的指標の現況値及び目標値

当初現況値 中間目標値 最終目標値

(H31当初) (R5末)

   1 ①避難対象地域内の避難可能率を98.0％から100％にする。

避難対象地域内の避難可能率 98% % 100%

   2 ②避難対象地域における地区津波避難計画の策定率を0％から41.2%にする。

地区津波避難計画（地区防災計画）の策定率 0% % 41%

   3 ③有事において土砂災害特別警戒区域を通らず指定避難所へ避難できる割合を100％にする。

飯高中学校及び宮前小学校へ安全に避難できる人数の割合を算定 0% % 100%

備考等 個別施設計画を含む － 国土強靱化を含む 〇 定住自立圏を含む － 連携中枢都市圏を含む － 流域水循環計画を含む － 地域再生計画を含む －

1 案件番号： 0000615022



A 基幹事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H31 R02 R03 R04 R05 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

市街地整備事業

A13-001

都市防災 一般 松阪市 直接 松阪市 － － 地区公共施設等整備（鵲

地区、西黒部地区、飯高

町宮前地区）

津波避難タワー２箇所、避難

路の整備 L=350m

松阪市  ■  ■  ■  ■  ■         771 －

 小計         771

合計         771

1 案件番号：  0000615022



C 効果促進事業

基幹事業（大） 番号

事業 地域 交付 直接
事業者 種別１ 種別２

要素となる事業名 事業内容 市区町村名／ 事業実施期間（年度） 全体事業費 費用 個別施設計画

種別 種別 対象 間接 （事業箇所） （延長・面積等） 港湾・地区名 H31 R02 R03 R04 R05 （百万円） 便益比 策定状況

一体的に実施することにより期待される効果

備考

市街地整備事業

C13-001

都市防災 一般 松阪市 直接 松阪市 － － 地震自動解錠BOX設置事業 津波避難タワーへの地震自動

解錠BOX設置（2箇所）

松阪市  ■           1 －

A13-001地区公共施設等整備（鵲地区、西黒部地区）に併せて、地震自動解錠BOXを設置することで、円滑な避難体制を確保する。

 小計           1

合計           1

1 案件番号：  0000615022



事　後　評　価

○事後評価の実施体制、実施時期
事後評価の実施時期

公表の方法

○事業効果の発現状況

定量的指標に関連する
交付対象事業の効果の発現状況

定量的指標以外の交付対象事業の
効果の発現状況（必要に応じて記述）

○特記事項（今後の方針等）

事業主体にて、目標に対する達成状況の確認及び事業効果を検証し、事後評価を行っ
た。

事後評価の実施体制

0000615022案件番号：

令和6年11月

松阪市ホームページにて公表

五主地区及び松名瀬地区に津波避難タワーを整備したことにより、松阪市津波避難計画における津波避難困難地域を解消するこ
とができた。また、併せて津波避難タワーに地震自動解錠ボックスを設置することにより、迅速かつ円滑に地域住民等による避
難初動体制を構築することができた。

整備した津波避難タワーは、備蓄品の配備や地域の防災訓練に使用するなど地域住民の防災意識の向上につながっている。



○目標値の達成状況

番号
指標（略称）
目標値／実績値 目標値と実績値に差が出た要因

 1

①避難対象地域内の避難可能率を98.0％から100%にする。

最　終
目標値
100%

最　終
100%

実績値

 2

②避難対象地域における地区津波避難計画の策定率を0%から41.2%にする。

最　終
目標値
41%

新型コロナウイルス感染症の影響により策定が遅れたため達成できなかった。しかし、令和6年度現在の策定中を含めると47％となっており目

標値である41.2%を超えるため、今後達成見込みである。

最　終
18%

実績値

 3

③有事において土砂災特別害警戒区域を通らず指定避難所へ避難できる割合を100%にする。

最　終
目標値
100%

予算配分の都合上達成できなかったが、次期計画により令和6年度に整備を完了し達成予定である。

最　終
0%

実績値

1 案件番号：0000615022


